






体の実質 GDP 成長率は－3.3％となり，国際観光客数は前年に比して 73.1%
減少の約 4 億人となった 1。日本では，2009 年以来，11 年ぶりのマイナス
成長，－4.7% の実質成長率であった 2。また，世界的な渡航制限，人的交流
の抑制が行われたことから，訪日外国人旅行者（インバウンド）数は前年比












2	 内閣府経済社会総合研究所「四半期別GDP速報」（実質暦年系列，2次速報値，2021 年 6月
8日公表）より算出。
3	 日本政府観光局（JNTO）「国籍 /月別	訪日外客数」を参照。
7札幌大学研究紀要　第１号（2021 年 10 月）
には国土交通省の外局として観光庁を設置し，インバウンド観光促進に関す
る政策面での強化が図られていった。この間，着実にインバウンド数を拡大
させてきたが，2002-03 年の SARS（重症急性呼吸器症候群），2008 年の世
界的な金融危機，2009 年の新型インフルエンザ，そして 2010 年の尖閣漁船
事件の発生などの外的ショックの影響をたびたび受けてきたため，当時の目
標であった「2010 年に 1,000 万人のインバウンド」は達成されなかった。さ
らに，2011 年には東日本大震災の発生によりインバウンドは激減するもの
の，その後の積極的な海外プロモーションやさまざまな観光政策などが奏功



















































の WEB ページ「四半期別 GDP 速報」からデータを抽出した 6。さらに、
多くの先行研究において用いられている実質実効為替レート指数の月次デー








平　　均 4.777 5.358 4.578
中 央 値 4.788 5.102 4.615
標準偏差 0.078 0.816 0.185
変動係数 0.016 0.152 0.040
最 大 値 4.905 7.099 4.994
最 小 値 4.591 4.203 4.222
5	 実質化した国際観光収入の四半期データを季節調整済み系列に変換する際，ARIMA（010)
（100) が選択された。
6	 1994 年第 1四半期から 2019 年第 4四半期までのデータは，2020 年 3月 9日に公表され
た季節調整済み実質GDPを用いた。また，1990 年第 1四半期から 93年第 4四半期までの
データについては，「平成 23年基準支出側GDP系列簡易遡及」の季節調整済み実質GDPか
ら実質成長率を計算し，それを用いて 1994 年第 1四半期から 1990 年第 1四半期まで遡及
した。
10 平井貴幸




用いられている ADF 検定（Dickey and Fuller, 1979；1981）は，検出力が
低いことで知られているため，本稿ではその欠点を改善した方法の一つであ
る Elliott, Rothenberg and Stock（1996）の DF-GLS 検定を用いることにす
る 7。これは ADF テストと同様に「分析対象系列が定常でない」ことを
帰無仮説として検定する。さらに，「定常である」ことを帰無仮説とする
KPSS 検定（Kwiatkowski et al. , 1992）を併せて実施することにする。


















と表す。ここで，yt はGDP，TR，REE のいずれかの系列， 　は他の二つ
の系列から構成されるベクトル，     ，     はそれぞれ定数項と係数ベクトル，
そして 　は攪乱項である。ここで，構造変化を考慮するために，次のダミー
変数を設定する：







また，構造変化を考慮した共和分検定の一つとして，Gregory and Hansen（1996a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen の共和分検定では，通常，考えられうる一つの共和分方程式（ケ
ース０）を










𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1








また，構造変化を考慮した共和分検定の一つとして，Gregory and Hansen（1996a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen の共和分検定では，通常，考えられうる一つの共和分方程式（ケ
ース０）を
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡 









𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1








また，構造変化を考慮した の一つとして，Gregory and Hansen（1996a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen 検定では，通常，考えられうる一つの共和分方程式（ケ
ース０）を
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡
と表す。ここで 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡はGDP，TR，REE のいず かの系列，𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡は他の二つの系列から構成され
る 𝜇𝜇𝜇𝜇1，𝜶𝜶𝜶𝜶1はそれぞれ定数項と係数ベクトル，そして𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡は攪乱項である。ここで，
構造変化を考慮するために，次のダミー変数を設定する：
𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡 = � 
0
1   if   
𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏        
𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1
 








また，構造変化を考慮した共和分検定の一つとして，Gregory and Hansen（1996a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen の共和分検定では 通常，考えられうる一つの共和分 程式（ケ
ース０）を
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡









𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1








また，構造変化を考慮した共和分検定の一つとして，Gregory and Hansen（1996a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen の共和分検定では，通常，考えられうる一つの共和分方程式（ケ
ース０）を
𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡
と表す。ここで，𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡はGDP，TR，REE のいずれかの系列，𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡は他の二つの系列から構成され








𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1








また，構造変化を考慮した共和分検定の一つとして，Gregory and Hansen（19 6a, b）の方法
を用いる。Gregory-Hansen の共和分検定では，通常，考えられうる一つの共和分方程式（ケ
ース０）を










𝑡𝑡𝑡𝑡 𝑡 𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏 + 1
ただし，𝑡𝑡𝑡𝑡𝑏𝑏𝑏𝑏は未知の構造変化点である。Gregory and Hansen（19 6a, b）では，構造変化を考慮
た共和分方程式として，次の 4つのケースを提案している。

















GLS 検定では帰無仮説を棄却している。また，KPSS 検定では，ΔTR に対
する定数項のみのモデルだけ 5% の有意水準で帰無仮説を棄却しているが，
その他は棄却されないという結果を得た。
ケースⅠ： 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜇𝜇𝜇𝜇2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡  
ケースⅡ： 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜇𝜇𝜇𝜇2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛽𝛽𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡  
ケースⅢ： 𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝜇𝜇𝜇𝜇1 + 𝜇𝜇𝜇𝜇2𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜶𝜶𝜶𝜶1𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝜶𝜶𝜶𝜶2(𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡𝒙𝒙𝒙𝒙𝑡𝑡𝑡𝑡) + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡  




















GDP -1.943 (1) 1.067 (1) 0.220 ** (4) 2.362 ** (4)
TR -0.554 (1) 1.395 (1) 0.443 ** (4) 2.134 ** (4)
REE -2.226 (3) -1.520 (3) 0.156 * (4) 1.789 ** (4)
階差系列
GDP -4.376 ** (1) -2.212 * (1) 0.044 (4) 0.153 (4)
TR -6.377 ** (1) -4.641 ** (1) 0.052 (4) 0.505 * (4)
REE -4.860 ** (2) -3.430 ** (2) 0.054 (4) 0.105 (4)









GDP -1.943 (1) 1.067 (1) 0.220 ** (4) 2.362 ** (4)
TR -0.554 (1) 1.395 (1) 0.443 ** (4) 2.134 ** (4)
REE -2.226 (3) -1.520 (3) 0.156 * (4) 1.789 ** (4)
階差系列
GDP -4.376 ** (1) -2.212 * (1) 0.044 (4) 0.153 (4)
TR -6.377 ** (1) -4.641 ** (1) 0.052 (4) 0.505 * (4)
REE -4.860 ** (2) -3.430 ** (2) 0.054 (4) 0.105 (4)






注：**，* はそれぞれ 1%，5% 水準で有意であることを示す。また，丸括弧内の数字は







注：**，* はそれぞれ 1%，5% 水準で有意であることを示す。また，括弧内には推定され
た構造変化の時点が示されている。
レベル系列
-2.934 (2004q2) -3.244 (2009q2)
-3.666 (2001q2, 2014q2) -3.948 (1994q3, 2008q4)
-1.964 (2010q4) -1.997 (2011q2)
-4.258 (2002q4, 2014q1) -5.002 (2003q1, 2011q1)
-2.444 (2013q3) -3.126 (2012q2)
-4.420 (2002q2, 2013q3) -4.572 (1995q1, 2012q2)
階差系列
-5.998 ** (2008q3) -12.046 ** (2008q4)
-6.309 ** (2008q1, 2008q3) -13.352 ** (2008q2, 2008q4)
-4.555 ** (2010q4) -14.659 ** (2011q1)
-4.371 (1994q3, 2010q4) -15.770 ** (1994q4, 2011q1)
-5.249 ** (1994q4) -5.742 ** (2008q3)
-5.593 * (1994q4, 2008q2) -6.331 ** (1995q1, 2008q3)








　つぎに，非定常系列GDP，TR，REE に対して，Johansen および Gregory-
Hansen の共和分検定を行う。前者の方法に基づく結果を表 4，後者のそれ
を表 5 に示す。表 4 では，トレース検定，最大固有値検定ともに，共和分ベ
クトルが少なくとも一つは存在しうることを示している。本稿では，松浦・
マッケンジー（2012，pp.305-307）および Harris and Sollis（2003，pp.132-
135）の手順を参考に，モデル 2 の結果を採用することにする。
また，構造変化を考慮した共和分検定の結果である表 5 を見ると，可能性







r  =  0 47.201 ** 37.207 ** 47.228 *
r  ≤  1 21.265 * 11.491 19.315
r  ≤  2 7.142 0.168 5.450
H 0
r  =  0 25.936 * 25.715 ** 27.912 *
r  =  1 14.122 11.324 13.865





注：**，* はそれぞれ 1%，5% 水準で有意であることを示す。各モデルは，VECM（ベク
トル誤差修正モデル）：




Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛾𝛾𝛾𝛾 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛼𝛼𝛼𝛼(𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛽𝛽′𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) + Σ𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡Γ𝑖𝑖𝑖𝑖Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡 
に基づいて，モデル1：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0, 𝛾𝛾𝛾𝛾 = 0，モデル2：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0，モデル3：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0のケースで検定する。各モデルのラグ
次数はSBICによって選択した。






により推定することにしよう。表 5 の結果よりケースⅠのダミー𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡は 1994 年第 3 四半期，




r  =  47.20 ** 37.207 ** 47.228 *
r ≤  1 21.265 * 11.491 19.315
r ≤  2 7.142 0.168 5.450
H 0
r  =  0 25.936 * 25.715 ** 27.912 *
r  =  1 14.122 11.324 13.865






ADF* -4.90 † (1994Q3) -4.19 (2015Q2) -4.01 (2015Q2)
Zt* -4.93 * (1995Q3) -4.17 (2015Q2) -4.17 (2015Q2)
ケースⅡ
ADF* -5.68 * (2008Q3) -4.98 (2015Q2) -4.90 (2015Q2)
Zt* -6.28 ** (2008Q2) -5.00 (2015Q2) -5.07 † (2015Q2)
ケースⅢ
ADF* -4.73 (2011Q1) -4.63 (2008Q1) -4.56 (2003Q3)
Zt* -4.80 (1996Q3) -4.65 (2008Q1) -4.46 (2003Q4)
ケースⅣ
ADF* -5.95 † (2008Q3) -5.00 (2015Q2) -5.22 (2015Q2)
Zt* -6.22 * (2008Q2) -5.02 (2015Q2) -5.40 (2013Q2)
y  = GDP y  = TR y  = REE
表 4 Johansen共和分検定の結果
注：**，* はそれぞれ1%，5%水準で有意であることを示す。各モデルは，VECM（ベクトル誤差修正モデル）：
Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛾𝛾𝛾𝛾 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛼𝛼𝛼𝛼(𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛽𝛽′𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) + Σ𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡Γ𝑖𝑖𝑖𝑖Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡
に基づいて，モデル1：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0, 𝛾𝛾𝛾𝛾 = 0， ル2：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0，モデル3：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0のケースで検定する。各モデルのラグ
次数はSBICによって選択した。 






により推定することにしよう。表 5 の結果よりケースⅠのダミー𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡は 1994 年第 3 四半期，




r  =  0 47.201 ** 37.207 ** 47.228 *
r ≤  1 21.265 * 11.491 19.315
r ≤  2 7.142 0.168 5.450
H 0
r  =  0 25.936 * 25.715 ** 27.912 *
r  =  1 14.122 11.324 13.865






ADF* -4.90 † (1994Q3) -4.19 (2015Q2) -4.01 (2015Q2)
Zt* -4.93 * (1995Q3) -4.17 (2015Q2) -4.17 (2015Q2)
ケースⅡ
ADF* -5.68 * (2008Q3) -4.98 (2015Q2) -4.90 (2015Q2)
Zt* -6.28 ** (2008Q2) -5.00 (2015Q2) -5.07 † (2015Q2)
ケースⅢ
ADF* -4.73 (2011Q1) -4.63 (2008Q1) -4.56 (2003Q3)
Zt* -4.80 (1996Q3) -4.65 (2008Q1) -4.46 (2003Q4)
ケースⅣ
ADF* -5.95 † (2008Q3) -5.00 (2015Q2) -5.22 (2015Q2)
Zt* -6.22 * (2008Q2) -5.02 (2015Q2) -5.40 (2013Q2)
y  = GDP y  = TR y  = REE
表 4 Johansen共和分検定の結果
注：**，* はそれぞれ1%，5%水準で有意であることを示す。各モデルは，VECM（ベクトル誤差修正モデル）：
Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛾𝛾𝛾𝛾 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛼𝛼𝛼𝛼(𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛽𝛽′𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) + Σ𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡Γ𝑖𝑖𝑖𝑖Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡
に基づいて，モデル1：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0, 𝛾𝛾𝛾𝛾 = 0，モデ 𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0， 𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0のケースで検定する。各モデルのラグ
次数はSBICによって選択した。
表 5 Gregory-Hansen の共和分検定の結果
注：**，*，†はそれぞれ1%，5%，10%水準で有意であることを示す。また，括弧内には推定された構造変化の時点が示され
ている。
ただ，GDP に関する共和分方程式の存在の可能性は示されたと判断 るも の，推定すべ
きモデルは明らかではない。 こでは，ベースとなるモデル（ケース０）に加え，表 5にお
いて統計的に有意な結果を得たケースⅠ，Ⅱ，Ⅳの4本の方程式をそれぞれダイナミックOLS
により推定することにし う。表 5 の結果よりケースⅠのダミー𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡は 1994 年第 3 四半期，




r  =  0 47.201 ** 37.207 ** 47.228 *
r ≤  1 21.265 * 11.491 19.315
r ≤  2 7.142 0.168 5.450
H 0
r  =  0 25.936 * 25.715 ** 27.912 *
r  =  1 14.122 11.324 13.865






ADF* -4.90 † (1994Q3) -4.19 (2015Q2) -4.01 (2015Q2)
Zt* -4.93 * (1995Q3) -4.17 (2015Q2) -4.17 (2015Q2)
ケースⅡ
ADF* -5.68 * (2008Q3) -4.98 (2015Q2) -4.90 (2015Q2)
Zt* -6.28 ** (2008Q2) -5.00 (2015Q2) -5.07 † (2015Q2)
ケースⅢ
ADF* -4.73 (2011Q1) -4.63 (2008Q1) -4.56 (2003Q3)
Zt* -4.80 (1996Q3) -4.65 (2008Q1) - .46 (2003Q4)
ケースⅣ
ADF* -5.95 † (2008Q3) -5.00 (2015Q2) -5.22 (2015Q2)
Zt* -6.22 * (2008Q2) -5.02 (2015Q2) -5.40 (2013Q2)
y  = GDP y  = TR y  = R E
表 4 Johansen共和分検定の結果
注：**，* はそれぞれ1%，5%水準で有意であることを示す。各モデルは，VECM（ベクトル誤差修正モデル）：
Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡 = 𝛾𝛾𝛾𝛾 + 𝜏𝜏𝜏𝜏𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛼𝛼𝛼𝛼(𝜇𝜇𝜇𝜇 + 𝜌𝜌𝜌𝜌𝑡𝑡𝑡𝑡 + 𝛽𝛽𝛽𝛽′𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡) + Σ𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑡
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑡𝑡Γ𝑖𝑖𝑖𝑖Δ𝑦𝑦𝑦𝑦𝑡𝑡𝑡𝑡𝑡𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝜖𝜖𝑡𝑡𝑡𝑡
に基づいて，モデル1：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0, 𝛾𝛾𝛾𝛾 = 0，モデル2：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0, 𝜏𝜏𝜏𝜏 = 0，モデル3：𝜌𝜌𝜌𝜌 = 0 検定する。各モデルのラグ
次数はSBICによって選択した。






により推定することにしよう。表 5 の結果よりケースⅠのダミー𝐷𝐷𝐷𝐷𝑡𝑡𝑡𝑡は 1994 年第 3 四半期，




r  =  0 47.201 ** 37.207 ** 47.228 *
r ≤  1 21.265 * 11.491 19.315
r ≤  2 7.142 0.168 5.450
H 0
r  =  0 25.936 * 25.715 ** 27.912 *
r  =  1 14.122 11.324 13.865






ADF* -4.90 † (1994Q3) -4.19 (2015Q2) .01 201 2
Zt* -4.93 * (1995Q3) -4.17 (2015Q2) -4.17 (2015Q2)
ケースⅡ
ADF* -5.68 * (2008Q3) -4.98 (2015Q2) 4.90 15
Zt* -6.28 ** (2008Q2) -5.00 (2015Q2) -5.07 † (2015Q2)
ケースⅢ
ADF* -4.73 (2011Q1) -4.63 (2008Q1) .56 2003
Zt* -4.80 (1996Q3) -4.65 (2008Q1) -4.46 (2003Q4)
ケースⅣ
ADF* -5.95 † (2008Q3) -5.00 (2015Q2) 5. 15
Zt* -6.22 * (2008Q2) -5.02 (2015Q2) -5.40 (2013Q2)




ADF* -4.90 † (1994Q3) -4.19 (2015Q2) -4.01 (2015Q2)
Zt* -4.93 * (1995Q3) -4.17 (2015Q2) -4.17 (2015Q2)
ケースⅡ
ADF* -5.68 * (2008Q3) -4.98 (2015Q2) -4.90 (2015Q2)
Zt* -6.28 ** (2008Q2) -5.00 (2015Q2) -5.07 † (2015Q2)
ケースⅢ
ADF* -4.73 (2011Q1) -4.63 (2008Q1) -4.56 (2003Q3)
Zt* -4.80 (1996Q3) -4.65 (2008Q1) -4.46 (2003Q4)
ケースⅣ
ADF* -5.95 † (2008Q3) -5.00 (2015Q2) -5.22 (2015Q2)
Zt* -6.22 * (2008Q2) -5.02 (2015Q2) -5.40 (2013Q2)






Ⅱ，Ⅳの 4 本の方程式をそれぞれダイナミック OLS により推定することに
しよう。表 5 の結果よりケースⅠのダミーDt は 1994 年第 3 四半期，ケー
スⅡおよびⅣのそれは 2008 年第 3 四半期としてダイナミック OLS で推定す
る。その推定結果を表 6 に示す。
ベースとなるモデルに定数項ダミー（1994Q3）を加えたケースⅠでは，






さらに，ケースⅣでは，TR とタイム・トレンド項の係数がともに 1% 水
準で有意となった。このケースでは，構造変化が生じたと考えられる 2008
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年第 3 四半期以降のDt・TR の係数は統計的に有意でないが，構造変化点
の前後で TR の弾力性は 0.025% と 0.018（0.025‐0.007）% となり，効果は
小さいもののポジティブな結果が得られたといえる。
表 6　ダイナミックOLS推定の結果（被説明変数：GDP）
ケース０ ケースⅠ ケースⅡ ケースⅣ
5.357 5.057 4.714 4.545
(0.966) (0.690) (0.139) (0.162)
0.044 0.045 0.010 0.025
(0.035) (0.025) (0.006) (0.009)
-0.177 -0.127 -0.025 -0.003
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